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⽇本基準で財務諸表を作成する場合の 
後発事象と財務情報のつながり 

2025 年 3 ⽉ 31 ⽇公表 
2026 年 3 ⽉ 31 ⽇更新 

Ver. 1.1 

⽬ 的 

1. 本⽂書では、⽇本基準に基づき作成した財務諸表において、会計上の後発事象に関する⽇本
基準特有の取扱いを適⽤した場合に、サステナビリティ関連財務開⽰において後発事象の開⽰
を⾏うにあたり、つながりのある情報の考え⽅をどのように適⽤するのかについて、参考となる情報を
提供することを⽬的としています。 

 
キーワード 
後発事象、つながりのある情報、サステナビリティ関連財務開⽰の公表承認⽇ 
 
何が求められているのか 

2. SSBJ 基準では、報告期間の末⽇後、サステナビリティ関連財務開⽰の公表承認⽇までの期間
に情報を⼊⼿した場合の取扱いについて、次のとおり定められています。 

(1) 当報告期間の末⽇現在で存在していた、当報告期間の状況に関する新規の情報を⼊⼿
した場合 
その情報に照らして、当該状況に関連する当報告期間の開⽰を更新しなければならない。 

(2) 当報告期間の末⽇後、サステナビリティ関連財務開⽰の公表承認⽇までに発⽣する翌報
告期間に関する取引、その他の事象及び状況に関する情報を⼊⼿した場合 
その情報は翌報告期間に関する情報であるが、その情報を開⽰しないことにより、主要な
利⽤者の意思決定に影響を与えると合理的に⾒込み得る場合には、その情報を当報告
期間の開⽰に含めて報告しなければならない。 
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（適⽤基準第72項）
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報告期間の末⽇後、サステナビリティ関連財務開⽰の公表承認⽇までに報告期間の末⽇現在
で存在していた状況について情報を⼊⼿した場合、新規の情報に照らして、当該状況に関連す
る開⽰を更新しなければならない。（適⽤基準第 71 項） 

報告期間の末⽇後、サステナビリティ関連財務開⽰の公表承認⽇までに発⽣する取引、その他
の事象及び状況に関する情報について、当該情報を開⽰しないことにより、主要な利⽤者の意
思決定に影響を与えると合理的に⾒込み得る場合には、当該情報を開⽰しなければならない。
（適⽤基準第 72 項） 

 
会計上の後発事象に関する⽇本基準特有の取扱いとは 

3. 会計基準では、後発事象に関して次のとおり定められています。この基本的な考え⽅については、
⽇本基準、IFRS 会計基準、⽶国基準で変わるものではありません。 

(1) 報告期間の末⽇に存在した状況についての証拠を提供する事象 
翌報告期間に発⽣する事象であるものの、当報告期間に関連する事象であるため、その
内容を反映するように、当報告期間の財務諸表に認識した⾦額を修正することが要求さ
れる（修正後発事象）。 

(2) 報告期間の末⽇後に発⽣した状況を⽰す事象 
翌報告期間に発⽣する、翌報告期間に関連する事象であるため、当報告期間の財務諸
表に認識した⾦額を修正することは禁⽌され、その内容を当報告期間の財務諸表に注記
することが要求される（開⽰後発事象）。 

4. 関連する財務諸表を作成するために適⽤した会計基準において、後発事象の評価期間は、財
務諸表の公表の承認⽇までとされていることがあります（企業会計基準第 41 号「後発事象に関する会

計基準」第 7 項1、IAS 第 10 号「後発事象」第 3 項など）。 

5. ここで、我が国においては、会社法に基づく事業報告及び計算書類と、⾦融商品取引法（以下
「⾦商法」といいます。）に基づく有価証券報告書という 2 つの開⽰制度があり、それぞれ報告の
タイミングが異なります。開⽰の趣旨に鑑みれば、会社法の計算書類であっても、⾦商法の財務
諸表であっても、修正後発事象が発⽣した場合、当報告期間の計算書類や財務諸表を修正す
ることが考えられます。 

6. しかし、会社法の計算書類における後発事象の評価期間は、企業が⼀般に公正妥当と認めら
れる企業会計の基準及び会社計算規則（平成 18 年法務省令第 13 号）に準拠して計算

 
1 企業会計基準第 41 号「後発事象に関する会計基準」は、2027 年 4 ⽉ 1 ⽇以後開始する連結会計
年度及び事業年度の期⾸から適⽤するとされている。2027 年４⽉１⽇前に開始する連結会計年度及び
事業年度における後発事象の評価期間は、会計監査⼈の監査報告書⽇までとされている（監査基準報告
書 560 実務指針第 1 号「後発事象に関する監査上の取扱い」）。 
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書類等⼜は連結計算書類を作成する監査契約上の責任を果たしたことを確認した⽇（以下
「確認⽇」という。）までとされています（企業会計基準適⽤指針第 35 号「後発事象に関する会計基準

の適⽤指針」第 4 項2）。 

7. 我が国では、会社法の計算書類と⾦商法の財務諸表の単⼀性を重視し、会社法の計算書類
の確認⽇後、⾦商法の財務諸表の公表の承認⽇までに発⽣した修正後発事象については、会
計上の後発事象に関する⽇本基準特有の取扱いとして、下図のように、有価証券報告書では
開⽰後発事象に準じた取扱いをすることとされています（企業会計基準適⽤指針第 35 号「後発事象

に関する会計基準の適⽤指針」第 5 項3）。 

 

 
 
サステナビリティ関連財務開⽰における後発事象と上記の⽇本基準特有の取扱いとの関係 

8. サステナビリティ関連財務開⽰は、関連する財務諸表に含まれる情報を補⾜し、補完するものとさ
れています。また、SSBJ 基準では、サステナビリティ関連財務開⽰と、関連する財務諸表との間
のつながりを理解できるように情報を開⽰することが求められています（適⽤基準第 29 項(3)）。こ
のため、企業が⽇本基準に基づき財務諸表を作成した場合、サステナビリティ関連財務開⽰にお
ける後発事象は、財務諸表とのつながりが理解できるように情報を開⽰することになると考えられ
ます。 

9. まず、会社法の計算書類の確認⽇までに発⽣した後発事象については、会計上の後発事象に
関する⽇本基準特有の取扱いを適⽤しているわけではないため、次⾴の図のように、その後発事
象の内容に鑑み、適⽤基準第 71 項及び第 72 項に従い対応することになると考えられます。 

 

 
2 企業会計基準適⽤指針第 35 号「後発事象に関する会計基準の適⽤指針」は、2027 年 4 ⽉ 1 ⽇以
後開始する連結会計年度及び事業年度の期⾸から適⽤するとされている。2027 年４⽉１⽇前に開始す
る連結会計年度及び事業年度における後発事象の評価期間は、会計監査⼈の監査報告書⽇までとされて
いる（監査基準報告書 560 実務指針第 1 号「後発事象に関する監査上の取扱い」）。 
3 監査基準報告書 560 実務指針第 1 号「後発事象に関する監査上の取扱い」においても、同様の取扱
いとすることとされている。 
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※ ⾦商法の財務諸表の公表の承認⽇とサステナビリティ関連財務開⽰の公表承認⽇の関係については、SSBJ ハンド
ブック「サステナビリティ関連財務開⽰の公表承認⽇」を参照 
 

10. 次に、会社法の計算書類の確認⽇後に発⽣した後発事象については、財務諸表に関連する後
発事象に関する情報か、財務諸表に関連しない後発事象に関する情報かで、サステナビリティ関
連財務開⽰における対応が異なると考えられます。 

11. 具体的には、下図のように、財務諸表に関連する後発事象に関する情報である場合には、会計
上の後発事象に関する⽇本基準特有の取扱いを適⽤した財務諸表と整合的に、その財務諸
表との間のつながりが理解できるように情報を開⽰することになると考えられます。⼀⽅、財務諸表
に関連しない後発事象である場合には、その後発事象の内容に鑑み、適⽤基準第 71 項及び
第 72 項に従い対応することになると考えられます。 
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関連する SSBJ ハンドブック 

 「サステナビリティ関連財務開⽰の公表承認⽇」 

 「⼆段階開⽰を選択した場合の留意事項」 

 
SSBJ 基準の定めは、重要性がない項⽬に対して
適⽤する必要はないことにご留意ください。 

 
以 上 


